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   １ 視 察 日   2022年10月18日（火）～20日（木） 

 

   ２ 視 察 先   ○福岡県春日市 

調査事項    ・コミュニティ・スクールについて 

       ○福岡県大野城市 

        ・ファミリーサポートセンターについて 

       ○福岡県久留米市 

        ・送迎保育ステーション設置事業について 

        ・重層的支援会議の取り組みについて 

             

   ３ 視 察 者   委 員 長       田 中 藤一郎  

            副 委 員 長       岡 本 昭 治 

            委   員       芦 田 竹 彦 

            委   員       上 田 伴 子 

            委   員       芹 澤 正 志 

            委   員       福 田 嗣 久 

委   員       義 本 みどり 

            当   局  正 木 一 郎（教育次長） 

            議会事務局  小 崎 新 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

春日市 地域教育課の説明 大野城市 こども・若者政策課の説明 

久留米市議場にて 久留米市 地域福祉課の説明 



日  時 2022 年 10 月 18 日（火） 午後 2時 00 分～午後 4時 00 分 

視 察 先 福岡県春日市 

調査項目 コミュニティースクールについて  

調査内容 実効性のある制度の実施は、学校にとっては負担もかなり大きいと考えられ

る。約 20 年間で、市内全ての小中学校 18 校に設置に至った理由について調査

を実施した。 

①春日市の特徴と実施背景  ③課題の解消方法 

②推進のキーパーソンの存在 ④コミュニティースクールの成果と今後の課題 

所  感 ①春日市の特徴と実施背景 

現在でも人口が微増であり、福岡都市圏の中央に位置する住宅都市で、陸上

自衛隊・航空自衛隊・自衛隊病院（200 床）の 3つの施設があることなどから、

毎年人口の５％が転出入。人間関係が希薄なため、孤立して子育てをする家庭

も多く、子どもの育ちの問題も課題であった。「人のつながりを構築することが

市の抱える大きな課題であるが、つながりが希薄という危機感があるなか自治

会活動は活発に行われていた。 

②推進のキーパーソンの存在 

春日市市長の、「教育の施策が町づくりになるのはコミュニティースクールし

かない。」という強い思いに当時の教育長も賛同し、両者でリーダーシップを発

揮し強力に推進。市長ら市特別職と部長による「出前トーク」を 2001 年から開

始し、35 ある全地区の公民館を回り続けるという施策で、住民との対話に努め

ていることや、各学校では校長自らが各自治会長との対話を重ねることにより

学校に対する理解を広める姿勢が見受けられた。 

③課題の解消方法 

負担軽減策として、学校に予算執行権・編成権を委譲、市費で予算付け、小

５から中１まで 35 人以下学級の実施、中学校に不登校専任教員配置、学校閉庁

日の設定、留守番電話機器の全校設置等、学校管理運営規則を全部改正して承

認事項を届出事項に見直し・文書の簡素化（かがみ文不要）等、さまざまな負

担軽減につながる取り組みを同時に実施。また、運営協議会に行政職員も参加

し行政が伴走支援を行ったことにより、課題の解消につながっていた。 

④コミュニティースクールの成果と今後の課題 

補導数が激減し、地域から良好な子どもの様子が学校に届けられる。また、

運営協議会へ児童生徒も参加し校則見直しの検討が実施された。高齢化を迎え

ている地域もあり、一部の人への役割の集中や負担増が課題となっている。 

【所感】 

成果は自然発生的にでてくるものではなく、そこには市長のリーダーシップ、

そして理解者・協力者を増やし、さまざまな実践者の努力の結果である。素晴

らしい理念ではあるが、実施には準備が必要。本市とは規模や特徴は異なるが、

そのエッセンスはさまざまな分野に役立てることは可能と感じた。 

 



日  時 2022 年 10 月 19 日（水） 午前 9時 30 分～午前 11 時 00 分 

視 察 先 福岡県大野城市 

調査項目 ファミリーサポートセンターについて 

調査内容 １ 設立に至った背景・経緯について 

２ NPO に委託することになった経緯について 

３ 市民の評価と現在までの会員の状況について 

４ サポートセンターが実施するメニュー別利用者状況について 

５ 市と NPO 法人の連携について 

 外部委託すればより良いサービスが受けられることが多い反面、市側の当事

者意識が薄れるという問題もある。その課題にどのように取り組んでいるか。 

所  感 【設立に至った背景・経緯】 

 夫婦共働きや核家族が増加する中、家庭の子育て力（マンパワー）が減って

きたため、地域社会から育児をサポートしてもらうニーズが高まった。 

【NPO に委託することになった経緯】 

 保育士の資格を持った方が多く所属する NPO 法人が独自に事業を開始。 

のちに市の委託事業となり、市と NPO 法人が「共働」で子育て支援の柱とし

て発展しきた。そして 2011 年度には「病児・緊急預かり事業」が追加され、 

会員の急な残業などに対応できる体制に拡大してきた。 

【市民の評価と現在までの会員の状況】 

 子供に関するアンケート調査によると、「この事業を利用したいと思う」との

回答は 50％を超えており、関心とニーズの高さが伺える。 

 （対象者は市民、市内の事業所に勤務する人で、生後３カ月から小学６年生

までの子どもがいる人） 

 現在はコロナ前と比較して多少減ったものの 1,000 人を超える会員数で、依

頼会員（おねがい会員）と提供会員（おたすけ会員）の割合は約 8：2 である。 

【サポートセンターが実施するメニュー別利用者状況】 

 小学生を中心に習い事等の援助が最も多く全体の約 45％で、次に保育所・幼

稚園のお迎え・帰宅後の預かりの依頼。続いて小学校等へのお迎えが多い。 

【市と NPO 法人の連携】 

 市は利用者との接点が少ないため、事業の現状を実感することができず、利

用者の生の声や活動トラブルへの対応を直接見聞きする機会がなかったが、 

 現在では会員さんの登録会へ参加したり、NPO 法人とのミーティングをこま

めに行うことにより、早い段階での問題解決につなげている。 

【所感】 

 市は NPO 法人に対して「顔の見える信頼関係づくり」を常に心がけ、一体感

を大切にすることにより、サービスの改善から利用者の満足度の向上に繋が

ると感じた。 

 



日  時 2022 年 10 月 19 日（水） 午後２時 00 分～午後４時 30 分 

視 察 先 福岡県久留米市 

調査項目 送迎保育ステーション設置事業について 

調査内容 久留米市中心部に多くの発生する入所待ち児童への対応と、周辺部(南西部)の

保育施設の空き定員の活用図り、子どもを安心して育てることが出来る環境整

備を行う。 

１ 実施に至った経緯と課題、その解決方法と民間との連携 

２ 受け入れ保育所の体制と保護者との園側の連絡等 

３ 年度途中からの通園先変更や利用している市民の満足度 

４ 事業実施後の新たな課題とその解決方法 

所  感 久留米市は 2005 年の周辺４町との合併に伴い、地域内において人口減少問題

があり、同時に待機児童問題の課題も起こっていた。 

中央部以外での保育所（南西部）を活用することで待機児童問題解決を図る事

業計画を行った。 

どう安全に送迎ステーションを運営するのか、また、安全管理体制を整えるの

かの課題があったが、市と保育所との協議を重ね事業の運営が始まった。 

 久留米市送迎保育ステーション事業は、子どもの保育環境を確保し、子ども

を安心して育てることができる体制整備を図り、そして利用者からの寄せられ

た意見なども反映し改善を行っている。 

このように既存の施設や教育施設なども廃止ばかりするのではなく、どうよ

うにして活用するのかという“知恵”を出し運営していくことの重要性が分か

った。また、そうすることで中心部との人口減少対策も同時に図れることに繋

がるのではと考える。豊岡市においてもどう中心部以外での教育施設の運用を

おこない、各地域を守るのかを考える時期に来ていると考えられる。 

 

 



日  時 2022 年 10 月 19 日（水） 午後２時 00 分～午後４時 30 分 

視 察 先 福岡県久留米市 

調査項目 重層的支援会議の取り組みについて 

調査内容 １ 事業実施に向けて協議した内容     ３ 事業の直接的な成果と課題 

２ 市の体制や職員配置など配慮した内容  ４ 会議運営上の工夫 

所  感 １ 事業実施に向けて協議した内容 

2019 年５月からの準備期間において、以下の項目を中心に協議 

①各課の意見集約     ④ワークショップの実施 

②関係課長との意見交換  ⑤重層的支援体制整備事業基本方針策定 

③各課の意見集約     ⑥支援会議の開催 

２ 市の体制や職員配置など配慮した内容    

体制 高齢者介護、障害者、子ども、生活困窮者の４分野に保健所、社会福

祉協議会、地域福祉課など従来の体制・強みを活かしながら、1 つのチームと

して連携を強化し対応している。また、多機関協働・参加支援・アウトリーチ

へのつなぎを積極的に行うなど、情報提供・情報共有が行われている。 

３ 事業の直接的な成果と課題 

（成果）①支援機関同士の連携強化が進んだ。 

②情報・支援の幅の広がりができた。 

③各機関の狭間の課題へ目を向け、支援を届ける方法を考え始めた。 

（課題）①分野間の通気性は生まれたが、網戸のように見えない壁がある。 

    ②本人の困り感と周囲の困り感にズレがある。 

③各窓口職員や社会資源を持つ部局、市民団体活動への波及が不十分 

④孤立を生まない地域づくりが不十分 

４ 会議運営上の工夫 

 各分野の専門的な知識・経験や民生委員の情報を重ね、本人の状態を見立て

る「個別ケース会議」と高齢・障害・子ども・困窮分野以外の担当課や市民団

体も参加し一緒に検討する「重層的な支援体制の構築を考える会」の両方から

の支援体制を整備し、出席者が本音で話しやすい仕掛けや本人に会えないケー

スは、会えている人を招くなどの工夫が行われている。 

【全体を通しての所感】 

 2019 年５月から各課の意見集約や関係課長との意見交換を実施および関係

機関や社会福祉協議会との協議を精力的に開催し基本方針の策定に至ってい

る。また、第１回重層的支援会議開催から１年６カ月と短い期間ではあるが、

担当者のリーダシップのもと、関係機関の目的意識の共有を積極的に行った結

果、重層的支援体制整備事業の成果が出ていると感じた。 

豊岡市においても、取り組み開始に向けての検討が始まる予定である。今回

の研修内容を参考に、より充実した内容になるよう提案および協議したい。 

 


